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中央新幹線（東京都・名古屋市間）に係る環境影響評価書に対する環境大臣意見 

 

中央新幹線（東京都・名古屋市間）（以下「本事業」という。）は、東海旅客鉄道株

式会社（以下「本事業者」という。）が、東京都港区と愛知県名古屋市の間（約 286km

（地上部：40km、トンネル部：246km））を超電導リニアにより結ぶものである。 

 

本事業は、その事業規模の大きさから、本事業の工事及び供用時に生じる環境影響

を、最大限、回避、低減するとしても、なお、相当な環境負荷が生じることは否めな

い。 

例えば、本事業のほとんどの区間はトンネルで通過することとなっているが、多く

の水系を横切ることとなることから、地下水がトンネル湧水として発生し、地下水位

の低下、河川流量の減少及び枯渇を招き、ひいては河川の生態系に不可逆的な影響を

与える可能性が高い。特に、山梨県から長野県にまたがる地域の一部は、我が国を代

表する優れた自然の風景地として南アルプス国立公園に指定されており、また、ユネ

スコエコパークとしての利用も見込まれることから、当該地域の自然環境を保全する

ことは我が国の環境行政の使命でもある。 

また、本事業の供用時には現時点で約 27 万 kWと試算される大量のエネルギーを必

要としているが、現在我が国が、あらゆる政策手段を講じて地球温暖化対策に取り組

んでいる状況下、これほどのエネルギー需要が増加することは看過できない。供用時

におけるエネルギー消費量の低減と調達するエネルギーのグリーン化等を行い、大規

模事業者として、温室効果ガスの排出低減に向けて主体的な役割を果たすことが不可

欠である。 

この他にも、トンネルの掘削に伴い多量に発生する発生土の適正な処理、希少動植

物の生息地・生育地の保護、工事の実施に伴う大気汚染、騒音・振動対策等、本事業

の実施に伴う環境影響は枚挙に遑がない。 

 

技術の発展の歴史を俯瞰すれば、環境の保全を内部化しない技術に未来はない。こ

のため、低炭素・循環・自然共生が統合的に達成される社会の具現化に向け、本事業

の実施に当たっては、次の措置を講じることにより、環境保全について十全の取組を

行うことが、本事業の前提である。 

 

なお、言うまでも無く、本事業は関係する地方公共団体及び住民の理解なしに実施

することは不可能である。このため、事業の円滑な実施及び供用に向け、本事業の今

後の検討及び実施に当たっては、関係する地方公共団体の意見を十分に勘案し、環境

影響評価において重要な住民関与についても十全を期すことが必要である。 

  

 さらに、国土交通大臣におかれては、本事業者が十全な環境対策を講じることによ

り、本事業に係る環境の保全について適切な配慮がなされることが確保されるよう、
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本事業者に対して適切な指導を行うことを求める。 
 
１．総論 

（１）必要最小限の改変 

本事業は自然環境豊かな場所を含め規模の大きな土地の改変を伴うものであるこ

とから、発生土の抑制、湧水による影響の低減の観点から、できる限り、土地の改変

量を減少させるべきである。このため、本事業に伴い土地の改変を行う部分（トンネ

ル部、非常口、変電施設、車両基地等）については、必要最小限のものとすること。

また、本事業の工事のみのために設置する必要な施設等については、工事終了後、速

やかに、原状に復旧させること。 

 

（２）追加的な調査、予測及び評価の実施 

本事業は工事期間が長期にわたるものであることから、事業実施区域の社会環境、

生活環境又は自然環境の変化があり、予測し得なかった変化が見込まれる場合は、そ

の変化の状況を踏まえ、工事中及び供用後における評価項目を再検討した上で、改め

て環境影響について、調査、予測及び評価を行い、適切な環境保全措置を講じること。 

また、新たに自然環境の改変を行う場合、工事実施中に新たに環境影響に係る知見

が判明した場合等、本評価書における予測の前提条件が変化した場合についても、同

様の取扱いをすること。 

 

（３）環境保全措置の検討 

環境保全措置の具体化に当たっては、これまでの調査結果、専門家等の助言等を踏

まえ、措置の内容が十全なものとなるよう客観的かつ科学的に検討すること。その際

には、環境影響の回避、低減を優先的に検討し、代償措置を優先的に検討することが

ないようにすること。 

また、環境保全措置の具体化について、方法、専門家等の助言、対応方針等の結果

を公表し、透明性及び客観性を確保すること。 

 

（４）環境保全措置の実施 

本事業に起因する環境影響を最大限、回避及び低減するため、本評価書において講

じることとしている環境保全措置及び追加的に講じることとした環境保全措置は適

切に実施すること。 

 

（５）事後調査等の実施 

事後調査又はモニタリングを適切に実施し、本事業による環境影響を分析した上で、

必要に応じて、追加的な環境保全措置を講じること。また、事後調査又はモニタリン

グの結果については、追加的な環境保全措置の内容、効果及び不確実性の程度とあわ

せて、その内容を公表すること。 
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２．各論 

２．１ 大気環境 

（１）大気質 

① 環境保全措置の実施 

 本事業は、山間部等の比較的清浄な地域で多くが行われることから、工事用車両

の運行に伴い排出される大気汚染物質による大気質への影響について、地域特性に

応じた適切な環境保全措置を講じること。 

 

② モニタリングの実施 

  工事用車両の運行に伴い排出される大気汚染物質による大気質への影響につい

て、モニタリングを実施するとともに、その結果に応じて、適切な環境保全措置を

講じること。 

 

（２）騒音 

① 音源対策を基本とした環境保全措置の検討 

列車走行に伴う騒音について、環境基準の類型指定後の環境保全措置の検討に際

しては、より一層の影響の低減を検討するよう、沿線の状況を踏まえた予測及び評

価を行い、音源対策を基本として、適切な環境保全措置を講じることにより、環境

基準の達成を図ること。 

なお、土地利用対策を含む総合的な対策の検討及び実施に当たっては、関係機関

との十分な連携を図ること。 

 

② モニタリングの実施 

工事用車両の運行及び建設機械の稼働、供用後における列車の走行に係る騒音等

についてモニタリングを実施するとともに、その結果に応じて、適切な環境保全措

置を講じること。 

 

 ③ 走行条件の変更時等における追加的な調査、予測及び評価の実施 

  本評価書における予測の前提条件として山梨リニア実験線の結果を利用してい

るが、供用時における高速化等の走行条件等の変更がある場合は、騒音に係る影響

について調査、予測及び評価を行い、適切な環境保全措置を講じること。 

 

（３）振動 

① モニタリングの実施 

工事用車両の運行及び建設機械の稼働、供用後における列車の走行に伴う振動に

ついてモニタリングを実施するとともに、その結果に応じて、適切な環境保全措置

を講じること。 
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② 走行条件の変更時等における追加的な調査、予測及び評価の実施 

本評価書における予測の前提条件として山梨リニア実験線の結果を利用してい

るが、供用時における高速化等の走行条件等の変更がある場合は、振動に係る影響

について調査、予測及び評価を行い、適切な環境保全措置を講じること。 

 

２．２ 水環境（水質、地下水、水資源） 

トンネル部の地下水位データは少なく、山梨リニア実験線区間での河川流量観測結

果のみでは、地下水位や水環境に関する予測の不確実性は高い。また、特に山岳トン

ネル区間には、多数の断層が確認されており、断層や破砕帯等の透水性が高い部分か

ら大量の湧水が生ずる可能性がある。地下水位の低下並びに河川流量の減少及びこれ

に伴い生ずる河川の生態系や水生生物への影響は、重大なものとなるおそれがあり、

また、事後的な対応措置は困難である。 

 このことを踏まえ、以下の対策を講じること。 

 

（１）精度の高い予測の実施及び水系への影響の回避 

山岳トンネル部の湧水対策は、事前に精度の高い予測を行った上で対策を検討し

ておく必要があることから、特に巨摩山地から伊那山地までの区間においては、本

線及び非常口のトンネル工事実施前に、三次元水収支解析を用いてより精度の高い

予測を行い、その結果に基づき、地下水位及び河川流量への影響を最小化できるよ

う水系を回避又は適切な工法及び環境保全措置を講じること。 

また、愛知県及び岐阜県については、予測検討範囲内の湿地について、それぞれ

その水理的な成立要因を明らかにした上で、工事着手までに、トンネル工事が湿地

に与える環境影響について予測及び評価を行い、適切な環境保全措置を講じること。 

 

（２）湧水の最小限化等工法の検討 

本線、先進坑及び非常口（山岳部）のトンネルにおいては、防水シートや覆工コ

ンクリートの早期かつ適切な施工、必要に応じて防水型トンネルの施工等を行うこ

と。 

特に、非常口（山岳部）から本線トンネルに至るトンネルは、地上部から地下の

深層まで到達し、その過程で浅層地下水の帯水層や浅層地下水と深層地下水を隔て

る不透水層を貫通し、浅層地下水位の低下や河川流量に影響を及ぼす可能性がある

ことから、各非常口（山岳部）のトンネル掘削に際しては、あらかじめ、地下水位

の調査を行い、その結果を踏まえ非常口トンネルの防水工の必要性を検討すること。 

また、トンネル掘削時に行う地質調査により得られる実際の断層や破砕帯の状況

等の地質情報を環境保全措置の検討に反映させること。 

 

（３）湧水の適正処理 
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トンネル掘削により生じた湧水の排水については、工事計画の策定段階で、具体

的に排出場所、排出方法並びに水質、水量及び水温の管理方法等を明らかにした上

で、適正に処理すること。また、湧水及び処理後の湧水について沢や河川等の表流

水に放流することを検討する際には、水質や水量を検討した上で、専門家等及び関

係地方公共団体と協議し、できる限り表流水への影響を回避、低減すべく多地点で

放流する計画とすること。 

 

（４）事業前後におけるモニタリングの実施 

地下水位の低下及び河川流量の減少が生ずる可能性のある地域として、予測及び

評価において設定した予測検討範囲に、断層や破砕帯の性状や連続性を加味した地

域において、工事実施前から、地下水位及び河川流量の把握を継続的に行うととも

に、工事実施中から工事実施後の適切な時期までモニタリングを実施すること。特

に、河川流量の把握については、水系ごとに、流量の少ない源流部や支流部を含む

複数の調査地点を設定すること。 

また、地下水位や河川流量に影響が生じている可能性が確認された場合は、まず

応急対策を講じた上で、恒久対策としての環境保全措置を講じること。 

 

（５）工事用水の取水の最小化 

工事に伴う沢及び河川等の表流水からの取水は、生態系への影響が懸念されるこ

とから、河川流量や生態系に影響が生じない場合のみ行うこととし、みだりに取水

することは厳に戒めること。また、取水量が集中しないようにすること。 

 

２．３ 土壌環境 

（１）地盤沈下 

工事中及び工事完了後において、土被りの小さい山岳トンネル区間で地上に住居等

が存在する区間のうち適切な箇所を選定し、一定の期間、地盤沈下に関する事後調査

を実施し、地盤変形の程度を把握するとともに、その結果に応じて、適切な環境保全

措置を講じること。 

 

（２）土壌汚染 

① 土壌汚染の可能性がある地域における発生土の汚染状況調査 

本事業に起因する汚染土壌の拡散を未然に防止するため、トンネル工事等に伴う

発生土については、自然由来の重金属等による汚染の状況を定期的に調査すること。     

なお、調査頻度については、専門家等の助言を踏まえ決定するとともに、工事着

手前までに具体的な計画を策定すること。 

 

② 汚染土壌の適正な管理及び処理 

自然由来の重金属等による汚染のおそれのある土壌については、拡散を防止する
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ため、適切な管理及び処理を行うこと。 

 

 ③ 要措置区域等外の土地の基準不適合土壌の取扱い 
要措置区域等外の土地の土壌であっても、その汚染状態が土壌溶出量基準又は土

壌含有量基準に適合しないおそれがある土壌については、運搬及び処理に当たり、

土壌汚染対策法の規定に準じて適切に取り扱うこと。 
 

２．４ 動物・植物・生態系 

（１）総論 

① 南アルプス国立公園 

事業実施区域には、南アルプス国立公園及び環境省が平成 19 年度から開始した

「国立・国定公園総点検事業」において、今後 10 年間を目処に国立・国定公園の

新規の指定や大幅な拡張の対象となり得るとして選定した候補地を含むことから、

本事業の実施が当該地で評価されている自然環境及び生態系にできる限り影響を

及ぼすことがないようにすること。 

また、事後調査の結果及び専門家等の助言を踏まえ、適切な環境保全措置を講じ

ること。 

 

② 生物圏保存地域(ユネスコエコパーク) 

生物圏保存地域（国内呼称：ユネスコエコパーク）は、生態系の保全と持続可能

な利活用との調和に取り組む地域を登録するユネスコの事業であるが、当該路線が

通過する南アルプス周辺地域は、生物圏保存地域の登録申請地である。本事業計画

では、生物圏保存地域の「移行地域」において、非常口や工事プラント、発生土置

場等の設置のほか、発生土や工事資材運搬のための車両の通行等も計画されている。

「移行地域」は、自然と調和した持続可能な資源管理が展開される地域であり、関

係市町村は、自然体験フィールドの提供や農林水産物のブランド化等の自然環境や

地域資源を活かした取組を計画していることから、本事業の実施が生物圏保存地域

登録申請地としての資質を損なうことが無いよう、事業実施に際しては関係地方公

共団体と十分に調整し、その意向を尊重すること。 

 

（２）動物 

① 希少猛禽類の繁殖活動への影響の回避・低減 

本事業の計画路線の周辺には、クマタカやオオタカ等の希少な猛禽類が生息し、

計画路線付近で営巣する個体も確認されている。工事の実施に際しては、これらの

種の生息や繁殖活動に支障を及ぼさないよう細心の注意が求められるが、環境保全

措置として位置づけられているコンディショニングは、一部の種で成功事例がある

ものの、手法として確立されているとは言い難く、営巣中心域や高利用域といった

繁殖に重要な地域の回避や営巣期の工事の回避等のより確実性の高い手法により
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これらへの影響を回避、低減することを優先的に検討することが必要である。 

このため、希少猛禽類（クマタカ、オオタカ、サシバ）のうち、営巣中心域等と

工事区域が重複するものについては、専門家等の助言を踏まえ、以下の環境保全措

置を講じること。 

 

 (a) 神奈川県 

・オオタカ（長竹ペア）については、営巣中心域に改変の可能性がある範囲の一部が

含まれる計画となっているが、営巣期（２～７月）における営巣中心域の人の立ち

入りについてはオオタカの生息に支障を来すおそれがあることから、営巣中心域や

高利用域といった繁殖に重要な地域のできる限りの回避や営巣期の工事の回避等

を行うこと。 

 

(b)山梨県 

・オオタカ（坊ヶ峯ペア）については、営巣中心域を計画路線が通過する計画となっ

ているが、営巣期（２～７月）における営巣中心域の人の立ち入りについてはオオ

タカの生息に支障を来すおそれがあることから、営巣中心域や高利用域といった繁

殖に重要な地域のできる限りの回避や営巣期の工事の回避等を行うこと。 

 

・クマタカ（青崖ペア）については、営巣中心域端部を計画路線が通過する計画とな

っているが、基本的にこの区域の環境の改変は避ける必要があり、人の出入りも極

力少なくすべきであることから、複数の専門家等の助言を踏まえ、営巣中心域を回

避及び高利用域での営巣期における影響を回避するよう工事計画及び工事方法の

検討を行い、当該ペアの保全に十全を期した工事を実施すること。 

 

・クマタカ（新倉ペア、高下ペア）については、高利用域に改変の可能性がある範囲

の一部が含まれる計画となっているが、本事業による生息環境の改変により繁殖活

動に悪影響が及ぶおそれのある区域であることから、高利用域を回避する又は営巣

期における工事を避けることも含め、専門家等の助言を踏まえ、回避、低減、代償

の順で環境保全措置を検討し、講じること。 

 

(c)長野県 

・オオタカ（喬木村ペア）については、営巣中心域を計画路線が通過する計画となっ

ているが、営巣期（２～７月）における営巣中心域の人の立ち入りについてはオオ

タカの生息に支障を来すおそれがあることから、営巣中心域や高利用域といった繁

殖に重要な地域のできる限りの回避や営巣期の工事の回避等を行うこと。 

 

・クマタカ（大鹿村Ａペア）については、営巣中心域近傍を計画路線が通過する計画

となっているが、基本的にこの区域の環境の改変は避ける必要があり、人の出入り
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も極力少なくすべきであることから、営巣中心域及びその近傍を回避する又は営巣

期における工事を避けることも含め、専門家等の助言を踏まえ、回避、低減、代償

の順で環境保全措置を検討し、講じること。 

 

・クマタカ（大鹿村Ｂペア、Ｃペア）については、高利用域に改変の可能性がある範

囲の一部が含まれる計画となっているが、本事業による生息環境の改変により繁殖

活動に悪影響が及ぶおそれのある区域であることから、高利用域を回避する又は営

巣期における工事を避けることも含め、専門家等の助言を踏まえ、回避、低減、代

償の順で環境保全措置を検討し、講じること。 

 

(d)岐阜県 

・オオタカ（千旦林南ペア）については、営巣中心域に改変の可能性がある範囲の一

部が含まれる計画となっているが、営巣期（２～７月）における営巣中心域の人の

立ち入りについてはオオタカの生息に支障を来すおそれがあることから、営巣中心

域や高利用域といった繁殖に重要な地域のできる限りの回避や営巣期の工事の回

避等を行うこと。 

 

・サシバ（久々利東ペア）については、営巣中心域に改変の可能性がある範囲の一部

が含まれる計画となっているが、人の立ち入りや工事の実施により繁殖に及ぼす影

響が大きい区域であることから、できる限り営巣中心域及び高利用域の減少や分断

を最小限にするとともに、工事等による繁殖への影響を低減する等、専門家等の助

言を踏まえ、環境保全措置を検討し、生息上支障を及ぼすおそれのある行為を避け

ること。 

 

 (e)愛知県 

・オオタカ（西尾ペア）については、営巣中心域に改変の可能性がある範囲の一部が

含まれる計画となっているが、営巣期（２～７月）における営巣中心域の人の立ち

入りについてはオオタカの生息に支障を来すおそれがあることから、営巣中心域や

高利用域といった繁殖に重要な地域のできる限りの回避や営巣期の工事の回避等

を行うこと。 

 

② 河川流量の減少に伴う水生生物への対応 

工事の実施及びトンネルの存在に伴う地下水位の変動や河川流量の減少に伴う

野生生物への影響予測については不確実性が高く、その影響は、重大なものとなる

おそれがあり、かつ、事後的な対応措置による影響の低減や修復を行うことが難し

いため、あらかじめ十分な情報を把握した上、予測、評価を行い、適切な環境保全

措置を講じる必要がある。このため、河川流量の減少等により影響を受ける可能性

がある地域に生息・生育するヤマトイワナ、希少なサンショウウオ類、水生昆虫等
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の水生生物について、水系ごとに、流量の少ない源流部や支流部も含めて複数の調

査地点を設定し、工事の実施前から水生生物の生息状況、河川の流量及び水質につ

いて調査を行い、その結果に基づき予測、評価を実施し、適切な環境保全措置を講

じること。 

また、工事実施中及び供用中においても、モニタリングを継続的に実施し、影響

が生じる可能性がみられた場合には、専門家等の助言を踏まえ、適切な保全措置を

講じること。 

 

③ 移動力の小さい動物種への対応 

希少なサンショウウオ類やイモリ類をはじめ両生類、爬虫類、魚類、昆虫類、底

生生物等のうち移動力が小さい又は環境に制約される種については、事業の実施に

伴う生息環境の消失、減少又は分断による影響を受けやすい。しかしながら、一部

の種を除き、移動力を踏まえたその生息環境の改変に対する影響が予測、評価され

ていない。このため、これらの種の生息環境の改変に際しては、改変範囲を極力小

さくするとともに、改変箇所に生息する重要な種については、できる限り、周辺に

存在する同様の環境への移動経路を確保するとともに、個体の移植等を実施するこ

と。 

 

④ 夜間照明等による野生動物への影響把握 

夜間照明等による野生動物に及ぼす影響については、十分な知見が蓄積されてい

ないことから、山岳部において、専門家等の助言を踏まえ環境保全措置を講じると

ともに、事後調査を実施し、その影響を把握するとともに、影響を及ぼす可能性が

ある場合には、専門家等の助言を踏まえ、適切な環境保全措置を講じること。 

 

（３）植物 

① 環境保全措置の検討 

植物は、移動能力を持たないため、工事の実施及び施設等の設置により生育地が

消失又は減少することの影響を自ら回避することができない。また、種によっては

相観で同質の生育環境が広がっているように見えても、土壌水分や空中湿度等の細

かな環境条件により生育地が限定されることもある。このため、環境保全措置の検

討に際しては、影響の回避を原則とすること。 

 

② 移植・播種に関する実施計画の作成 

生育地への影響を回避又は低減することが難しいため、やむを得ず重要な植物種

の移植・播種を実施する際には、専門家等の助言を踏まえ、対象種ごとに、移植・

播種の場所、時期、方法、監視方法等を含む移植・播種実施計画を作成すること。 

 

（４）生態系 
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① 発生土置場及び工事施工ヤード等における自然環境の復元 

発生土置場の緑化及び工事終了後の工事施工ヤードの原状復旧を実施する際に

は、専門家等の助言を踏まえ、緑化に使用する種や緑化方法、管理方法等を定め、

速やかに周辺と一体となった自然環境に復元するよう適切な環境保全措置を講じ

ること。 

 

② 生息・生育環境の創出における実施計画の作成 

車両基地等の大規模施設によって消失される生息・生育環境の代償措置について、

現時点では位置、面積、構造、機能等が示されていない。このため、詳細な設計を

行う際には、それぞれの場所ごとに、専門家等の助言を踏まえ、目標、対象種、創

出する環境の内容及び創出手法、管理、モニタリング、評価の方法等を含む実施計

画を作成すること。 

 

２．５ 人と自然との触れ合い 

（１）登山者等の利用体験への配慮 

南アルプス地域は、登山者等の利用者が当該地の自然を楽しむため訪れる場所とな

っており、工事関係車両の通行等による騒音や振動等が、キャンプ場等の施設利用者

や登山利用者等の利用体験の質の低下を招く懸念がある。このため、工事の実施等に

当たっては、これら利用者等の利用実態を把握した上で、工事車両の運行時間、運行

ルート等の配車及び運行計画の調整、工事実施の周知等を行い、これら利用者等の利

用体験の質への影響を回避、低減すること。 

 

（２）長期間にわたる工事への対応 

本事業のうち、南アルプスをはじめ人と自然との触れ合い活動の場であって、工事

の期間が十数年にわたる場所については、工事の実施による景観及び人と自然との触

れ合い活動の場に対する影響の予測及び評価を行い、適切な環境保全措置を講じるこ

と。 

 

２．６ 廃棄物等 

（１）発生土 

① 発生抑制、現場利用の徹底 

トンネル掘削等の工事実施に伴う発生土については、施設の規模等の見直しを含

め、発生量を抑制するよう検討するとともに、できる限り場外搬出量を抑制するこ

と。 

 

② 発生土置場の選定要件 

今後、新たに仮置場の設置場所を選定する場合については、自然植生、湿地、希

少な動植物の生息地・生育地、まとまった緑地等、動植物の重要な生息地・生育地
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や自然度の高い区域、土砂の流出があった場合に近傍河川の汚濁のおそれがある区

域等を回避すること。 

また、登山道等のレクリエーション利用の場や施設、住民の生活の場から見えな

い場所を選定するよう配慮するとともに、設置した際には修景等を行い、自然景観

を整備すること。 

 

③ 発生土の運搬 

発生土置場への運搬又は事業場外への運搬について、飛散流出等により周辺環境

に影響を及ぼさないよう、必要に応じて流出防止策を実施し、適切に運搬すること。 

 

④ 発生土置場の適切な管理 

発生土置場での発生土の管理について、濁水の発生防止や土砂の流出防止その他

周辺環境に影響を及ぼさないよう、発生土置場ごとに管理計画を作成した上で、適

切に管理すること。 

また、発生土の管理計画の作成に当たっては、内容について関係地方公共団体と

協議し、また、住民への説明や意見の聴取等の関与の機会を確保すること。 

 

⑤ 譲渡先への情報伝達 

発生土の譲渡等に伴う二次的な土壌汚染及び自然植生、湿地、希少な動植物の生

息地・生育地、まとまった緑地等の動植物の重要な生息地・生育地や自然度の高い

区域等の改変を防止するため、譲渡先が講じるべき措置を伝達する等の適切な環境

保全措置を講じること。 

 

（２）廃棄物 

① 発生抑制の徹底 

工事に伴い発生する廃棄物については、できる限りその発生量を抑制するよう、

工法等を検討すること。また、供用時に発生する廃棄物についても、その減量に取

り組むこと。 

 

② 再生利用の推進 

廃棄物については、再生利用の方法や量について明らかにするとともに、それぞ

れ目標を達成するための方策等を検討し、実施すること。 

 

③ 適正処理の推進 

工事の開始までに、廃棄物の種類及び発生量に応じた処理方法及び処分先を決定

し、廃棄物の適正な処理を行うこと。 
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２．７ 温室効果ガス 

（１）定量的な目標の設定及び計画的な削減 

本事業の実施に当たっては、再生可能エネルギーや省エネルギー設備の導入計画

（定量的な削減目標をできる限り設定することを含む。）を策定するとともに、計画

的に温室効果ガス排出量を削減すること。 

 
（２）供用時のエネルギーの対策 

供用時に調達する電力は、できる限り再生可能エネルギーからの電力とする等の

対策を講じるとともに、更なる省エネを徹底しつつ、増加する温室効果ガス排出量

を最大限抑制すること。 
 

（３）工事中のエネルギーの対策 

工事に伴う温室効果ガス排出量をできる限り削減するよう、工事における省エネ

や再生可能エネルギーの利用等の環境保全措置を講じること。 

 

（４）本事業者全体の取組の促進 

本事業を含め本事業者における温室効果ガス排出削減措置について、再生可能エ

ネルギーや省エネルギー設備の導入計画（定量的な削減目標をできる限り設定する

ことを含む。）を策定するとともに、計画的に温室効果ガス排出量を削減すること。 

また、再生可能エネルギーの最大限の導入に主体的に取り組むとともに、省エネ

ルギー化や技術開発等を進めることで、長期的な温室効果ガス排出削減対策に取り

組むことにより、温室効果ガス排出量を最大限抑制すること。 

 

（５）他の事業者との連携による取組の促進 

 本事業者においては、更なる温室効果ガス排出削減を図るため、他の事業者と連携

する等、効果的な方策に最大限取り組むこと。 

 

３．その他 

・地元自治体等との連携 

 事業実施に当たっては、地元自治体の意見を十分勘案し、環境影響評価において重

要である住民への説明や意見の聴取等の関与の機会の確保についても十全を期すこ

と。 

（以上） 

 


